
番　号 13 所管府省名

特定・非特定
の別

非特定

１ 組織名及び職員数等

非常勤

122人 6人

プロパー職員数（※１） 100人 6人

所管官庁からの出向者数 22人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

発足時 125人 3人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数（注） 100人 3人

所管官庁からの出向者数 24人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

1人 0人

0人 0人

同　　上 124人 5人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 98人 3人

所管官庁からの出向者数 23人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 2人

0人 0人

同　　上 124人 3人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 95人 1人

所管官庁からの出向者数 25人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

4人 2人

0人 0人

同　　上 118人 4人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 87人 1人

所管官庁からの出向者数 23人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

6人 3人

2人 0人

同　　上 115人 5人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 83人 1人

所管官庁からの出向者数 24人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

6人 4人

2人 0人

移行後の採用者数

その他（民間等からの出向）

移行後の採用者数

平成１９年４月１日現在

その他（民間等からの出向）

備考：（注）うち育児休業者（１名）を含む。

平成１８年４月１日現在

その他（　　　　）

その他（　　　　）

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

移行後の採用者数

移行後の採用者数

その他（　　　　）

独立行政法人名
（HPアドレス）

（平成１５年１０月１日現在）

独立行政法人農林漁業信用基金

その他（　　　　）

組　　　　　　織　　　　　名

独立行政法人農林漁業信用基金
(http://www.affcf.com/)

移行前（発足時の前日） 認可法人農林漁業信用基金

移行後の採用者数

調 査 票

農林水産省
財　務　省

常　　　勤

職員数（役員を除く）



２ 指定職又は役員数等

非常勤

12人 23人

発足時（平成１５年１０月１日現在） 9人 0人

5人 0人

9人 0人

5人 0人

9人 0人

2人 0人

9人 0人

2人 0人

9人 0人

1人 0人

平成１９年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１６年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１７年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１８年４月１日現在

移行前（発足時の前日）

役員数等

常　勤



３ 指定職・役員給与総額及び個人別給与年額

発足時（平成15年度：平成15年10月～16年３月）

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

発足時（平成15年10月～16年３月）

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

移行前の最終１年度間（平成14年度） 理事長 未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

支　給　年　度 役　　　職　　　名 報　　酬　　年　　額

指　　定　　職　・　役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

10,188千円

副理事長

12,550千円

監事（２人）

理事（５人）

28,799千円

20,602千円

83,919千円

28,828千円

18,774千円

理事（５人）

理事長

副理事長

理事（５人）

理事長

監事（２人）

副理事長

監事（２人）

152,123千円

監事（２人）

副理事長

理事

監事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

理事長

副理事長

26,926千円

20,770千円

18,782千円

85,899千円

17,873千円

理事長

副理事長

28,926千円

理事（５人）

89,137千円

20,478千円

18,755千円

監事（２人）

理事長

指　　定　　職　・　役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

208,303千円移行前の最終１年度間　（平成14年度）

報　　酬　　総　　額

備考
（注１）　役員は、非常勤を含む。
（注２）　ガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。
　　　　　ただし、１４年度以前は、ガイドラインに基づく給与水準の公表が行われていないので財務諸表の附属明細
　　　　　書に記載されている額を記載。

備考
（注１）　役員は、非常勤を含む。
（注２）　ガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。

150,408千円

154,377千円

157,169千円

9,284千円

41,396千円

84,747千円理事（５人）

20,862千円



４ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

独法等
役員経験 就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

― ― H17.4.1 57歳

― ―

○ ○ H15.10.1 56歳

― ―

○ ― H16.9.1 53歳

非常勤 無給

○ ― H18.8.1 50歳

― ―

○ ― H18.8.1 53歳

― ―

○ ― H17.7.19 51歳

― ―

○ ― H17.4.1 53歳

― ―

理事粂　 　知文

― ―

昭和50年　農林省入省
　水産庁漁港部防災海岸課長、水産庁漁港漁場整備部防災漁村課長、水産庁資源管理部遠洋課長、水産
庁資源管理部審議官
平成17年 3月31日　退職（現役出向）

昭和53年　大蔵省入省
　近畿財務局総務部長、関東財務局東京財務事務所長、関東財務局総務部長、関東財務局金融安定監理
官、中国財務局長
平成18年 7月31日　退職（現役出向）

荒木　喜一郎

昭和51年　農林省入省
　食品流通局総務課長、大臣官房地方課長、大臣官房審議官、林野庁関東森林管理局長
平成17年 7月18日　退職（現役出向）

― ―

理事長

―

― ―

理事

臨時委員

― ―

理事

新木　雅之

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

廿日岩　信次

中央環境審議会

―

昭和54年　農林水産省入省
　総合食料局国際部国際企画課長、林野庁林政部企画課長、内閣府男女共同参画局総務課長
平成18年 7月31日　退職（現役出向）

―

堤　　芳夫

農中情報システム(株)代表取締役社長
平成17年 3月31日　退職

理事

昭和48年　農林省入省
　大臣官房審議官（兼食品流通局）、環境省環境管理局水環境部長、農林水産技術会議事務局長
平成16年 7月 2日　退職

―

加藤　鐵夫

昭和45年　農林省入省
　林野庁指導部計画課長、林野庁国有林野部長、林野庁次長、林野庁長官
平成15年 7月 1日　退職
平成15年 8月 1日　農林漁業信用基金副理事長

石原　一郎

副理事長

理事



○ ― H19.4.1 58歳

― ―

― ― H15.10.1 54歳

― ―

５　退職金支給総額等 引き続き調査中

６　独立行政法人評価委員 引き続き調査中

備考：（注）報酬年額、退職金については個人情報のため記載せず。

井川　洋右 監事

農林中央金庫人事部参事役
平成15年 9月30日　退職

― ―

― ―

吉田　洋一 監事

昭和42年　大蔵省入省
　核燃料サイクル開発機構経理部次長、首都高速道路公団経理部長、北海道財務局管財部長
平成15年 6月30日　退職
平成15年 7月 1日　国家公務員共済組合連合会年金部長
平成19年 3月31日　退職



１３　独立行政法人から他の法人等への出向職員数等 引き続き調査中

14 中期計画の数値目標等

計画期間

発足時（平成15年10
月～16年３月）

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

15 中期計画期間における特筆すべき研究あるいは業務の成果

１６　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１７　行政組織から独立行政法人への再就職 引き続き調査中

１８　独立行政法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

１９　出資法人一覧 引き続き調査中

　（１）有価証券　（２）固定資産 引き続き調査中
２０　平成１８年度における売却資産等の概要

　　　第１期　　　平成１５年度　～　１９年度

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一　　覧

なし

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

全てＡ評価であった。

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

全てＡ評価であった。

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

全てＡ評価であった。

事業費（農業・漁業災害補償に係る貸付事業を除く。）を平成14年度比で５％以上削減
一般管理費を平成14年度比で13％以上節減
平成19年度末まで（平成18年度以降２年間）に、少なくとも人件費の２％を削減
標準処理期間内の事務処理の達成割合は８割以上
ＨＰの更新に要する期間は１週間以内
ＨＰアクセス件数は毎年度平均で6,000件以上

達　成　状　況 評　価　結　果

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

全てＡ評価（指標達成）であった。
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